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『こしがやしのよさん』
について･･･

越谷市が作成する予算書は、普段皆さんが聞き

なれない用語やたくさんの数字が記載されていて、

なかなか理解しにくいものとなっています。

そこで、平成15年度当初予算より事業別予算書

を導入し、各事業別の予算の状況や事業概要など

をご覧いただけるような取組みを行ってまいりま

した。

しかし、ぶ厚い予算書をすべて見ることは、と

ても大変な作業となってしまいますので、この冊

子では、表やグラフを交えながら、わかりやすく

予算の内容をお知らせするよう工夫しました。

この『こしがやしのよさん』を通じて、どんな

事業をいくらかけて行っているのかを知っていた

だき、市政に対する関心を持っていただきたいと

思います。

※ 万円単位で表記している箇所は、１万円未満を四捨五入しています。
また、億円単位で表記している箇所は、１億円未満を四捨五入しています。
このため、合計と一致しない場合があります。



予算の基礎

収入（歳入）：一般会計

支出（歳出）：一般会計
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予算は、1年間の「収入」と「支出」を見積もることです。予算は、1年間の「収入」と「支出」を見積もることです。

そもそも、予算って、なに？そもそも、予算って、なに？

新しい年度が始まる前に、1年間（4月から翌年の3月まで）にどのく
らいの収入があるのか、また、その収入をもとに、行政サービスをどの
ように行うのか計画し、その費用を見積もります。これらの内容をまと
めたものが予算書です。越谷市に入ってくる収入を「歳入」、支払など
の支出を「歳出」と呼んでいます。

1年間の収入 1年間の支出

歳入 歳出

越谷市

地勢
越谷市は埼玉県の東南部に位置し、東京都
心から北へ25キロメートルという地理的環
境にあります。平成8年12月には、県内6番
目の「人口30万都市」の仲間入りをするな
ど、県南東部の中核都市として発展を続けて
きました。
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越谷市の各事業の担当課等は、さまざまな分野の最上位計画であ
る総合振興計画に加え、市民の皆さまの意見や要望などをあわせて、
1年間の行政サービスを検討し、必要な予算の要求を行います。市長
は、担当課等との調整を重ね、予算案としてまとめ、市議会に提出し
ます。市民を代表する市議会議員は、提案された予算案を審議した上
で、市議会の議決によって予算を決めます。

市 民 市 長

議 会

予算予算

協働・参画

議 決

提 案

1年間の予算を見積もるときに予測できなかったことがおこることも
あります。そうした時には、予算を変えることが必要です。市長が変更
する予算案を作り、市議会で審議、議決されることによって成立します。
これを補正予算といいます。

予算って、どうやって決まるの？予算って、どうやって決まるの？

市長が予算案を作り、市議会へ提出します。そして、
市議会の審議と議決によって、予算が成立します。
市長が予算案を作り、市議会へ提出します。そして、
市議会の審議と議決によって、予算が成立します。

予算は、変えられるの？予算は、変えられるの？

補正予算によって、変えることができます。補正予算によって、変えることができます。
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予算の1年間の流れは、例年以下のようになります。予算の1年間の流れは、例年以下のようになります。

•予算編成説明会 ・予算見積書の作成開始

•予算見積書の提出

•財政担当部と各部との調整

•部長間調整 ・市長との調整

•予算案決定

•市議会での審議、議決 ・予算決定

•新年度予算の執行

•補正予算の編成

•年度終了

•出納閉鎖

•決算審査

•決算審議、認定（議会）

１年間の流れはどうなってるの？１年間の流れはどうなってるの？
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特別会計
652億3,200万円

企業会計
117億5,000万円

国民健康保険 331億9,000万円

後期高齢者医療 37億3,000万円

介護保険 176億2,000万円

母子父子寡婦福祉資金貸付金 4,200万円

東越谷土地区画整理 2億8,000万円

七左第一土地区画整理 1億3,000万円

西大袋土地区画整理 20億6,000万円

公共下水道 78億2,000万円

公共用地先行取得 3億6,000万円

特別会計合計 652億3,200万円

一般会計
915億円

平成30年度の越谷市の予算は？平成30年度の越谷市の予算は？

一般会計、特別会計、企業会計の予算を合わせると
1,684億 8,200万円となります。
一般会計、特別会計、企業会計の予算を合わせると
1,684億 8,200万円となります。

特別会計って、
この９種類があ
るんだね！
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（単位：億円）

今年の予算は多いの？少ないの？今年の予算は多いの？少ないの？

過去５年間で４番目に多い予算額です。
なお、過去５年間の予算総額は、以下のとおりです。

過去５年間で４番目に多い予算額です。
なお、過去５年間の予算総額は、以下のとおりです。

企業会計

特別会計

一般会計

越谷市の市章
10個の外輪は、合併した2町8カ村を表し、中央

にカタカナの「コ」を4つ集めて「越(こし)」の意
味、中心は「谷」の文字を図案化したものです。
図案は、町村合併後、町民の皆さんから募集した
もので、町章として昭和30年1月10日制定。その
後、市制施行とともに市章となりました。
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項 目 説 明 金 額 前年度比

自主財源 市が自主的に調達できる収入 552億2,192万円 ＋1.2％

市税 皆さんが市に納めた税金 460億8,600万円 ＋0.3％

分担金及
び負担金

事業に係る経費の一部を利益
を受ける程度に応じて利用者
に負担していただくお金

10億501万円 ＋10.4％

使用料及
び手数料

施設の利用や証明書を発行す
る際にいただくお金

17億3,207万円 +1.1％

繰入金
各種基金（貯金・運用資金）を
取り崩して使うお金

27億1,732万円 ＋17.6％

その他
寄附金、不動産売払いなどの
財産収入、前年度からの繰越
金、諸収入

36億8,152万円 +0.3％

依存財源
国や県から交付されたり、割り
当てられるお金や市債（市の
借金）

362億7,808万円 ＋1.3％

譲与税・交
付金・交付
税

皆さんが国に納めた税金の一
部。使い道は自由。

97億800万円 +5.9％

国・県支出
金

皆さんが国や県に納めた税金
の一部。使い道は決められて
いる。

209億1,268万円 ＋4.4％

市債
国や銀行などからの借り入れ
（借金）

56億5,740万円 ▲14.7％

合 計 915億円 ＋1.2％

越谷市には、どんな収入があるの？越谷市には、どんな収入があるの？
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自主財源

552億2,192万円

60.5%

依存財源

362億7,808万円

39.5%

市税

460億8,600万円

50.4%

分担金及び負担金

10億501万円

1.1%

使用料及び手数料

17億3,207万円

1.9%

繰入金

27億1,732万円

3.0%

その他自主財源

36億8,152万円

4.1%

譲与税・交付金・交付税

97億800万円

10.5%

国・県支出金

209億1,268万円

22.8%

市債

56億5,740万円

6.2%
【合 計 915億円 100％】

自主財源と依存財源の割合は、どん
な意味があるの？
自主財源と依存財源の割合は、どん
な意味があるの？

自主財源が多いほど、財政が安定し、自主的な事
業をたくさんできるようになります。越谷市は、自主
財源の比率が60.5％となっています。

自主財源が多いほど、財政が安定し、自主的な事
業をたくさんできるようになります。越谷市は、自主
財源の比率が60.5％となっています。
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税 目 説 明 予算額

個人市民税 市民の方が給与などの所得に応じて収める税 201億3,500万円

法人市民税 市内の会社が収益に応じて納める税 26億2,100万円

固定資産税 土地や家屋などを所有する方が納める税 177億9,000万円

軽自動車税
軽自動車や原動機付自転車などをお持ちの
方が納める税

3億3,700万円

市たばこ税 たばこを買った方が納める税 22億3,000万円

事業所税 市内の一定規模以上の会社が納める税 6億6,700万円

都市計画税
市街化区域に土地や建物を所有している方
が納める税

23億600万円

（単位：億円）

市税は増えてるの？市税は増えてるの？

景気の影響を受けやすい市税収入は、今後も大きな
伸びを期待することはできません。
景気の影響を受けやすい市税収入は、今後も大きな
伸びを期待することはできません。

市税って、何種類あるの？市税って、何種類あるの？

越谷市に直接入る税(市税）は、7種類あります。越谷市に直接入る税(市税）は、7種類あります。

- 8 -

※表示単位未満切捨て



市債は借金ですから、無いほうが良いと考えるのがあたりまえで
す。
でも、公園や道路などの整備に必要なお金を１年間の予算でまか
なってしまうと、その年は他の仕事が出来なくなってしまいます。
それに公園や道路はこれから長い間、たくさんの人が利用する施
設ですから、将来の市民の方にも平等に費用を負担していただくこと
も、市債を発行する理由の１つなのです。
越谷市では、通常債の借入れ額を原則５０億円以内とし、借入れ残
高削減に努めています。

借金があると聞いたけど、どうして
借金をするの？
借金があるのに大丈夫なの？

借金があると聞いたけど、どうして
借金をするの？
借金があるのに大丈夫なの？

借金には、負担の公平化の役割もあります。
越谷市では、将来を見据えて新たな借金を
抑制しています。

借金には、負担の公平化の役割もあります。
越谷市では、将来を見据えて新たな借金を
抑制しています。
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作る年

作る年 ５年後 １０年後 １５年後

市債を使うと
負担を分けるこ
とができます。

負担
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公営企業

特別会計

一般会計

一般会計

のうち、

特例債分

合計 1,203 1,188 1,164 1,170 1,134

（単位：億円）

市債は、大きな工事をするときに、国や金融機関などから
借り入れる借金です。これを通常債といいます。

そのほかに、国の都合で市が借り入れる借金があり、これ
を特例債といいます。本来国から配られる「地方交付税」と
いうお金が不足した分を、市が代わりに借金をしてまかなう
「臨時財政対策債」や、税の振り替わりである「減税補てん
債」などがあります。
特例債は、市の権限で決定することができないのです。

借金（市債）は増えてるの？借金（市債）は増えてるの？

特別会計分や公営企業分が減少しているため、全
体としては、少なくなっています。しかし一般会計分
は、特例債の影響で増加しています。

特別会計分や公営企業分が減少しているため、全
体としては、少なくなっています。しかし一般会計分
は、特例債の影響で増加しています。
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それぞれが、人件費や投資的経費などといった性質の経費で構成
されています。

議会費
(市議会の運営)

5億9,552万円

総務費
(市の全般的な仕事)

87億124万円

民生費
(社会福祉や児童福祉など)

430億2,302万円

衛生費
(医療や環境保全)

84億5,339万円

農林水産業費
(農業の振興)

5億6,359万円

商工費
(商工業や観光の振興)

5億1,819万円

土木費
(道路や公園等の整備)

93億9,426万円

消防費
(防災･消防･救急など)

33億8,424万円

労働費
(勤労者福祉や就労支援等)

7,024万円

教育費
(学校教育や社会教育など)

94億5,810万円

公債費
(借入れたお金の返済)

71億5,239万円

その他
(災害時に必要なお金など)

1億8,583万円

支出（歳出）の内訳はどのようになって
いますか？

支出（歳出）の内訳はどのようになって
いますか？

支出（歳出）は、福祉や教育など14の目的に分けて
います。
支出（歳出）は、福祉や教育など14の目的に分けて
います。

教育費
94億5,810万円

人件費
給料や手当
てなど

投資的
経費

校舎の改修
など

物件費
電気代や消
耗品など

たとえば・・・
1つの目的は、色々な性質
を持つ支出によって構成
されています。
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義務的経費

510億9,054万円
55.8%投資的経費

59億1,553万円
6.5%

その他の経費

344億9,393万円
37.7%

扶助費

252億9,415万円
27.6%

人件費

186億4,400万円
20.4%

公債費

71億5,239万円
7.8%

普通建設事業費等

59億1,553万円
6.5%

物件費

163億1,777万円
17.8%

繰出金

100億2,340万円
11.0%

補助費等

74億4,090万円
8.1%

その他

7億1,186万円 0.8%

支出（歳出）を性質で分けると、扶助費や人件費など
13に分類されます。
支出（歳出）を性質で分けると、扶助費や人件費など
13に分類されます。

支出（歳出）を性質でわけると、どの
ようになるの？
支出（歳出）を性質でわけると、どの
ようになるの？

義務的経費･･･
毎年必ず支出しな
ければならない経
費なのです。

扶助費 生活保護費、障がい者支援費などの福祉や医療に係る経費

人件費 職員の給与などに係る経費

公債費 事業を行うために国や金融機関から借り入れた市債（借
金）の返済金

普通建設
事業費等

道路や学校などの建設や大規模改修など都市基盤の整備に
係る経費、災害復旧費

物件費 光熱水費、消耗品費、通信運搬費、委託料など

繰出金 特別会計の収入を補うための経費

補助費等 一部事務組合に対する負担金など

その他 維持補修費、積立金、貸付金、予備費
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第４次越谷市総合振興計画 後期基本計画には、基本構想に掲げた将来像と施策の大綱
の実現に向けて、施策を体系化するとともに、その方策を示しています。その中で、少子高齢
化の進行や経済動向などの社会的な変化に柔軟に対応しつつ、本市の地域特性を活かした
まちづくりを進めていくには、様々な分野において相乗効果や波及効果のある施策を横断的に
展開することが必要です。
そのため、本市における今後10年間のまちづくりの方針として掲げた

「人と地域が主役のまちづくり」
「環境と共生したまちづくり」

「文化の息づくやすらぎのまちづくり」
「活力ある産業のまちづくり」

という４つの「まちづくりの視点」をもとに、今後５年間に重点的かつ優先的に実施する施策と
して、

「子どもも高齢者も元気な未来創造プロジェクト」
「地域の協働推進プロジェクト」

「安全で利用しやすい公共施設等のマネジメントプロジェクト」
「こしがや魅力発信プロジェクト」

「安心を実感できる命と財産を守るプロジェクト」

の５つを「重点戦略」として位置づけています。

「重点戦略」は、様々な分野の異なる事業を一体的かつ重点的に展開することで総合的な成
果をねらい、関連施策との連携を図ることにより、計画全体の実効性を高めるとともに、個性的
で魅力あるまちづくりの展開を目指します。

▼重点戦略の背景と構成

重点戦略 1 子どもも高齢者も元気な未来創造
プロジェクト

重点戦略 2 地域の協働推進プロジェクト

重点戦略 3 安全で利用しやすい公共施設等の
マネジメントプロジェクト

重点戦略 4 こしがや魅力発信プロジェクト

重点戦略 5 安心を実感できる命と財産を守る
プロジェクト

■人口減少社会の到来と少子高齢化の進行

■安全・安心志向の高まり

■環境意識の高まり

■経済・産業構造の変化

■地方分権の推進と市民によるまちづくり

重点 戦略

・・・新規事業 ・・・一部新規事業
新 一

- 13 -

重点戦略1 子どもも高齢者も元気な未来創造
プロジェクト

重点戦略2 地域の協働推進プロジェクト

重点戦略3 安全で利用しやすい公共施設等の
マネジメントプロジェクト

重点戦略4 こしがや魅力発信プロジェクト

重点戦略5 安心を実感できる命と財産を守る
プロジェクト



重点戦略 1
子どもも高齢者も元気な
未来創造プロジェクト
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主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

がん検診等事業

市民健康課 218ページ432,400千円

概 要

・肺がん、結核検診
・胃がん検診
・子宮頸がん検診
・乳がん検診
・大腸がん検診
・前立腺がん検診

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

母子健康づくり事業

市民健康課 214ページ12,980千円

概 要 母子の心身の健康づくりを推進するため、訪問や育児相談等を実施する。また、妊
娠、出産、育児の正しい知識の普及を図るため母親学級・両親学級を開催する。

・母子健康手帳の交付
・母親学級、両親学級、離乳食教室
の開催
・乳幼児育児・栄養相談
・妊産婦、新生児訪問
・未熟児の養育訪問指導
・産後支援事業

主な経費

財 源

妊産婦・新生児訪問委託料
11,000、産後ケア委託料500

国庫支出金1,800、県支出金
4,500、一般財源6,680

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

保健センター整備事業

地域医療課 210ページ549,000千円

概 要 市民の健康づくりや保健・医療・福祉の連携強化など、地域保健のさらなる拡充を
図るため、新保健センターの整備を進める。

主な経費

財 源

・新保健センター建設工事
・建設工事監理業務委託

新保健センター建設工事費
540,000、監理委託料9,000

市債289,400、繰入金259,000、一
般財源600

がん等の早期発見に努め、治療に結びつけるとともに、予防に関する知識の普及を
行い、市民の健康保持・増進を図る。

肺がん・結核検診委託料90,000、
胃がん検診委託料160,000、乳がん
検診委託料70,000

国庫支出金2,470、その他50、一般
財源429,880
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主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

子育て支援事業

子育て支援課 162ページ41,900千円

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

学童保育室建設事業

青少年課 190ページ52,334千円

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

子ども・子育て支援給付事業

子ども育成課 168ページ4,100,000千円

概 要

主な経費

財 源

子育て支援事業の拡充により、安心して子育てすることのできる環境を整備し、子
育て中の親の不安や孤立感の解消を図る。

・子育てサロン事業
・ファミリーサポートセンター事業
・緊急サポート事業
・子どもショートステイ事業
・子育て支援ネットワーク推進事業
・越谷市子ども子育て支援事業計画・
子どもの貧困対策計画策定業務

子育てサロン運営委託料24,700、ファミリーサ
ポートセンター事業委託料8,100、緊急サポート
センター事業委託料2,000、子ども・子育て支援
事業計画策定委託料5,000

国庫支出金12,880、県支出金
11,680、一般財源17,340

学童保育施設の確保、並びに待機児童の解消を図るため、花田学童保育室の施
設整備を行う。

・花田学童保育室の整備 学童保育室建設工事費51,000

国庫支出金17,100、県支出金
4,200、市債23,000、一般財源8,034

多様化する教育・保育需要に対応するため、保育所、認定こども園、地域型保育
事業等に対し、入所児童に係る給付費等を支給する。

・給付費等の支弁 施設型給付費2,900,000、地域型保
育給付費1,200,000

国庫支出金1,430,000、県支出金
802,500、その他690,000、一般財源
1,177,500
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主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

障がい者就労支援事業

障害福祉課 140ページ19,500千円

概 要

主な経費

財 源

障がい者就労支援事業委託料
19,500

一般財源19,500

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

老人福祉センター運営事業

福祉推進課 150ページ327,180千円

概 要 高齢者に関する各種の相談に応じるとともに、生きがいや健康づくり、多様な交流
機会を総合的に供与し、高齢者福祉の増進を図る。

・指定管理者による老人福祉セ
ンター４箇所の管理運営
・路線バス利用者へのバス利用
券交付

主な経費

財 源
その他1,400、一般財源325,780

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

西大袋土地区画整理事業

市街地整備課 332ページ730,000千円

概 要

主な経費

財 源

障がい者の自立を図るため、就労相談や職場定着などの就労支援を実施するとと
もに、多様な就労形態を模索するため、障害者地域適応支援事業を実施する。

光熱水費35,000、老人福祉センター管理運
営委託料277,000、老人福祉センター送迎
委託料8,400、公共下水道使用料5,900

土地区画整理事業による計画的な都市基盤の整備と健全な市街地の形成を図る。

・西大袋土地区画整理会計へ
の繰出金

西大袋土地区画整理会計（繰出金）
730,000

一般財源730,000

・障がい者や企業などへの相談支援
・履歴書作成や面接試験の受け方などの支援
・就職後の定着支援
・離職時や離職後の支援
・職場開拓
・越谷市障害者就労支援事業連絡会議の開催
・障害者地域適応支援事業の実施
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主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

小中学校空調設備設置事業

学校管理課 412、426ページ155,100千円

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

公共交通事業

都市計画課 328ページ16,844千円

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

教職員資質向上事業

教育センター 400ページ18,920千円

概 要

主な経費

財 源

越谷市地域公共交通協議会の運営を行うとともに、越谷市地域公共交通網形成計画に基づき、ノンステップバスの導入や鉄
道駅におけるバリアフリー化を促進するなど、市民・事業者と連携しながら、市内の公共交通網の充実を図る。

・ノンステップバス導入補助
・北越谷駅、新越谷駅における
ホームドア整備事業補助
・こしがや公共交通ガイドマップ
等の作成

鉄道駅バリアフリー化設備整備事業補助
金12,700、ノンステップバス導入促進事
業費補助金2,100、印刷製本費1,000

一般財源10,354、県支出金6,300、
その他190

教育環境の改善を図るため、ＰＦＩ事業により小中学校の普通教室等へエアコンを
整備し、維持管理を行う。

・エアコン整備に係る分割支払
い
・エアコンに係る維持管理

空調設備購入費45,600、維持管理業務
委託109,500

一般財源155,100

教職員の資質向上を図り、中核となる教職員を育成するため、越谷市の子どもと地
域の実態を踏まえた教職員研修及び教育研究を実施する。

・教職員研修の実施
・教職員による教育研究の奨励

教育指導員報酬9,700、講師等謝礼
1,000、教職員研修委託料3,000

一般財源18,920



重点戦略 2
地域の協働推進プロジェクト
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主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

自治会振興事業

市民活動支援課 62ページ81,100千円

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

集会施設整備事業

市民活動支援課 62ページ30,000千円

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

市民活動支援センター管理事業

市民活動支援課 74ページ118,533千円

概 要

主な経費

財 源

市民の市民活動への参加促進と市民活動団体の支援及び市民文化の向上を図る
ため、指定管理者に委託し、適正な施設の管理運営を図る。

・指定管理者による市民活動支
援センターの管理運営

市民活動支援センター管理運営委託料
100,000、越谷ツインシティ管理費等負担
金14,400

その他1,680、一般財源116,853

自治会の健全育成と円滑な運営を支援し、地域社会における連帯感を高め、自治
意識の向上並びに環境衛生の啓発及び普及を図る。

・自治会連合会等への助成を行
う。

自治会振興交付金80,000、修繕費500、
自治会掲示板設置工事費500

一般財源81,100

自治会集会施設の整備を支援し、地域における連帯意識の高揚を図り、地域文化
の発展と福祉の向上に資する。

・自治会に対して補助金の交付
を行う。

集会施設整備事業費補助金30,000

県支出金4,900、一般財源25,100
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主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

公園施設維持管理事業

公園緑地課 344ページ501,300千円

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

自主防災組織育成事業

危機管理課 124ページ12,000千円

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

コミュニティ活動推進事業

市民活動支援課 62ページ48,505千円

概 要

主な経費

財 源

各地区の創意工夫による特色あるまちづくりを推進し、心ふれあう豊かな地域社会
の形成を図る。

・各地区コミュニティ推進協議会に
対し助成金を交付する。
・一般財団法人自治総合センター
から助成されるコミュニティ助成金に
より、地域自治団体へ補助金を交付
する。

コミュニティ事業助成金2,500、地区まち
づくり助成金46,000

その他2,500、一般財源46,005

公園を安全・快適に利用できるように公園施設等の管理を行う。また、「越谷市市民参加による公園
等の維持管理に関する要綱」に基づき、市民との協働による公園の維持管理を推進する。

・公園施設等の維持管理
・維持管理活動の支援
・維持管理団体への消耗品の支給

公園等管理委託料280,000、公園施設
補修工事費10,000、消耗品費2,400

その他15,300、一般財源486,000

大規模災害発生時の初動期の防災活動を支援するため、各地域の自主防災組織
に対し、防災備蓄倉庫の設置等に対する助成を行う。

・防災備蓄倉庫の設置等に対する
助成
・備蓄資器材の購入に対する助成
・防災資器材の購入に対する助成
・防災訓練の実施に対する助成

自主防災組織育成費補助金12,000

一般財源12,000



- 20 -

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

橋りょう耐震化整備事業

道路建設課 316ページ460,000千円

概 要

主な経費

財 源

重点戦略 3
安全で利用しやすい公共施設等の
マネジメントプロジェクト

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書
道路総務課 314ページ161,800千円

概 要

主な経費

財 源

交通安全施設整備事業

地震による落橋・倒壊等の甚大な被害の防止と、災害時における迅速な通行・輸送
機能を確保するため橋りょうの耐震化を進める。

・設計委託料
・施設改修工事費

設計委託料27,000、施設改修工事費
433,000

国庫補助金251,900、市債174,900、一般
財源33,200

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

道路舗装事業

道路建設課 312ページ346,500千円

概 要

主な経費

財 源

安全な走行性及び道路環境の向上を図るため、道路の舗装改良を行う。

・設計委託料
・道路舗装工事費

設計委託料2,500、道路舗装工事費
344,000

国庫補助金171,100、市債135,800、一般
財源39,600

歩行者等の安全を確保するとともに、交通事故を未然に防止するため、暗い交差点や視認性の悪い道路を中心に照明灯や
反射鏡等を設置し、交通安全の推進に努める。また、照明灯は環境やコスト面で優れているＬＥＤ灯の設置及び更新を推進
し、ライフサイクルコストの削減に努める。

・消耗品費
・光熱水費
・修繕料
・道路照明灯借上料
・道路安全施設設置工事費

消耗品費800、光熱水費95,000、修繕料
20,000、道路照明灯借上料28,500、道路反射
鏡設置工事2,000、道路標識設置工事2,500、
道路照明灯設置工費13,000

その他160、一般財源161,640



重点戦略 4
こしがや魅力発信
プロジェクト
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主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書
314ページ6,240千円

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

排水機場施設維持管理事業

治水課 320ページ156,990千円

概 要

主な経費

財 源

台風等の大雨時において、排水機場等の水防施設を正常に機能させるため、施設
の適切な維持管理を行う。

・排水機場運転経費
・排水機場保守点検
・修繕

光熱水費40,000、排水機場維持管理委
託料68,000、修繕料22,000

その他670、一般財源156,320

道の駅整備事業

道路建設課

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書
広報広聴課 28ページ20,200千円

概 要

主な経費

財 源

ホームページ・テレビ広報事業

市の施策や最新情報をホームページやテレビ埼玉市町村データ放送等でリアルタイムにお知らせするほ
か、テレビ広報番組およびラジオ広報番組を制作し、放送する。

・公式ホームページ
・メール配信サービス
・テレビ広報番組
・ラジオ広報番組

ホームページシステム保守管理委託料
9,000、テレビ広報番組制作等委託料
5,000、広報番組放送料6,200

その他3,600、一般財源16,600

道路利用者のための休憩機能や、災害時の避難場所としての防災機能、本市の持つ魅力や観光情報の
発信のほか、新たな都市型農業を推進する機能などを備えた交流拠点施設の整備に向けた調査を行う。

・報償費
・調査委託料

調査委託料6,000、報償費240

一般財源6,240
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主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

再生可能エネルギー推進事業

環境政策課 244ページ10,000千円

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

産業活性化推進事業

産業支援課 290ページ15,800千円

概 要

公共施設への率先導入や、市民等への支援などにより、太陽光をはじめとした再生
可能エネルギーの利用に努める。

・太陽光発電設備設置者に対
する助成

主な経費

財 源

太陽光発電システム設置費補助金
10,000

一般財源10,000

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

中心市街地活性化推進事業

産業支援課 292ページ5,112千円

概 要

市内中小企業者等を対象として、専門家による相談事業やインキュベーション施設の提供、新たな取り組み
に対する支援を行うとともに、「こしがや産業フェスタ」を開催し、市内産業の活性化を図る。

・専門的人材の配置
・こしがや産業フェスタの開催
・新たな事業活動の促進

主な経費

財 源

ビジネスサポート事業委託料7,800、こし
がや産業フェスタ負担金5,000、ビジネス
パワーアップ補助金3,000

一般財源15,800

中心市街地における都市機能の増進及び経済活力の向上を一体的に推進するとともに、蔵
の活用等によるにぎわい創出に向けた取組みを支援をする。

・人材発掘育成
・イベント開催
・情報発信

中心市街地活性化推進事業費補助金
5,000

一般財源5,112
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主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

観光推進事業

観光課 296ページ80,252千円

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

魅力発信事業

観光課 298ページ21,330千円

概 要

越谷市民まつり、花火大会、田んぼアート事業等の各種イベントや市内の観光資源
及び他産業と連携した観光事業を支援し、さらなる観光振興を図る。

・市民まつり、花火大会等の観
光イベントや観光事業への支援

主な経費

財 源

観光協会補助金76,000、市民まつり負担
金4,000

一般財源80,252

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

流通・工業系土地利用事業

都市計画課 330ページ23,000千円

概 要

食を中心とした新たな魅力を発信するとともに、地域資源のブランディングなど都市イメージの
向上に資する事業に取り組み、市の知名度向上や郷土愛の醸成を図る。

・「食」をテーマとしたブランドプロ
モーションの実施
・地域資源を活用した魅力発信に係
る取組の支援
・都市イメージの向上に資する事業
の実施

主な経費

財 源

こしがや愛されグルメ発信事業委託料
5,000、魅力発信プロモーション事業補助金
1,000、都市イメージ向上事業委託料15,000

その他2,200、一般財源19,130

一

新たな産業用地の創出に向けて、企業ニーズ等を把握しながら、具体的な手法や
土地利用計画等に関する検討を行う。

・新たな産業用地の創出に向け
た検討

産業系土地利用推進事業支援業務委
託料23,000

一般財源23,000
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主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

地産地消推進事業

農業振興課 276ページ4,150千円

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

農地利用集積事業

農業振興課 282ページ20,150千円

概 要

地場農産物の消費拡大や新たな販路開拓を図るため、地場農産物に対する市民の関心を高
めるとともに、学校給食米の生産奨励事業を実施し、地産地消を推進する。

・市内飲食事業者と連携した地
場農産物の利用促進
・学校給食用米「彩のかがやき」
に対する助成

主な経費

財 源

地場農産物利用促進事業委託料
1,000、学校給食米生産奨励事業助成
金3,150

一般財源4,150

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

農業従事・後継者育成事業

農業振興課 280ページ16,830千円

概 要

優良農地が存在する区域を中心とした農地の利用集積を推進し、本市の貴重な財
産・資源である農地の保全・有効活用を図る。

・水田の区画拡大等の基盤整
備に伴う測量委託料
・農地利用集積事業を実施する
団体への負担金

主な経費

財 源

測量委託料16,000、農地集積推進事業
負担金4,150

一般財源20,150

農業関係団体の活動や新規就農者の育成を支援し、担い手の確保を図るととも
に、経営規模の拡大を目指す意欲的な農業者に対する支援を行う。

・越谷市特別認定農業者への
補助
・新規就農・農業後継者の育成
支援

越谷市特別認定農業者補助金5,000、
新規就農・農業後継者育成支援事業研
修委託料4,100

県支出金3,010、その他1,300、一般財源
12,520



- 25 -

重点戦略 5
安心を実感できる命と財産を守る

プロジェクト

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書
地域医療課 208ページ16,050千円

概 要

主な経費

財 源

救急医療対策事業

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

感染症対策事業

保健総務課 228ページ24,580千円

概 要

休日や夜間における初期、第二次救急医療体制を確保するため、休日当番医制
事業、病院群輪番制事業等を実施する。

・休日当番医制事業
・休日歯科当番医制事業
・病院群輪番制病院運営費の
負担
・小児救急医療支援事業運営
費の負担

主な経費

財 源

病院群輪番制病院運営費負担7,500、
休日当番医制事業委託料4,000、
休日歯科当番医制事業委託料2,320

一般財源16,050

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

急患診療所診療業務事業

地域医療課 222ページ123,540千円

概 要

主な経費

財 源

市民の初期救急医療を確保するため、診療業務を行う。

・夜間診療業務の実施
・医療機器の賃借、保守

診療業務委託料116,000、医療機器賃
借料3,000、医療機器保守料1,840

その他58,410、一般財源65,130

感染症の発生予防及びまん延防止を図るために、感染症発生時の患者対応、接触者健診、結核患者に対する医療費公費
負担、無料匿名のエイズ・性感染症検査、風しん抗体検査、感染症発生動向調査及び感染症予防に関する普及啓発等を実
施する。

・感染症対策
・結核対策
・感染症診査協議会運営
・感染症発生動向調査

手数料8,800、感染症公費負担医療給
付費7,100、風しん抗体検査委託料
2,000

国庫支出金8,630、県支出金100、その
他20、一般財源15,830
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越谷市は、元荒川、古利根川、綾瀬川、新方（にいがた）川、中
川の一級河川や葛西用水、末田（すえだ）大用水、谷古田（やこ
た）用水など多くの河川用水が流れ、古くから自然に恵まれた「水
郷こしがや」と呼ばれてきました。
道路は国道4号と国道463号の2本の国道が走り、鉄道は東西に
JR武蔵野線、南北に東武スカイツリーライン（東武鉄道伊勢崎線）
が走っています。

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

災害予防対策事業

危機管理課 122ページ44,811千円

概 要

主な経費

財 源

主な内容

担当課 事業費
事業別

予算書

消防署所整備事業

消防本部総務課 380ページ30,000千円

概 要

大規模災害に備え、女性や要配慮者等にも配慮した備蓄資器材の整備、防災施
設等の維持管理を行う。

・備蓄資器材等の購入
・防災行政無線保守点検
・災害情報管理システム保守管
理
・耐震性飲料用貯水槽の維持
管理

主な経費

財 源

備蓄材料費9,000、機械器具購入費7,000、防
災行政無線保守点検委託料7,780、災害情報
管理システム保守管理委託料5,250、耐震性飲
料用貯水槽維持管理負担金1,300

市債2,200、一般財源42,611

大規模災害時において、消防の業務に必要となる燃料を確保するため、自家用給
油取扱所を整備する。

・設置工事 自家用給油取扱所設置工事費
30,000

市債30,000
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市制施行６０周年記念事業

2,990万円 広報広聴課

平成３０年１１月までを事業期間
とし、市民との協働により市制施行
６０周年記念事業を展開する。１１
月３日には、市制施行６０周年を市
民とともに祝い、永年市制に対し功
労があった方々を顕彰するため、市
制施行６０周年記念式典を開催する。

広聴活動事業

183万円 広報広聴課

協働のまちづくりを進めるため、
市民の提案制度や世論調査、「市長
とふれあいミーティング」などの市
民との懇談を通じ、市政に対する市
民の意見や要望を聴く機会を確保す
る。

総合企画調整事務事業

128万円 政策課

市民及び地域の意識高揚と一体感
の醸成を図るため、越谷市版図柄入
りナンバープレートの導入に向け取
り組むとともに、越谷市が加入する
団体への負担金等を支出する。

自治基本条例推進会議運営事業

84万円 政策課

住みよい自治のまちの実現を目的
とした自治基本条例の実効性を確保
するため、条例の適切な運用、普及
及び見直しに関する事項について調
査審議等を行う。

市民活動支援センター管理事業

1億1,853万円 市民活動支援課

市民の市民活動への参加促進と市
民活動団体の支援及び市民文化の向
上を図るため、指定管理者に委託し、
適正な施設の管理運営を図る。

自治会振興事業

8,110万円 市民活動支援課

自治会の健全育成と円滑な運営を
支援し、地域社会における連帯感を
高め、自治意識の向上並びに環境衛
生の啓発及び普及を図る。

集会施設整備事業

3,000万円 市民活動支援課

自治会集会施設の整備を支援し、
地域における連帯意識の高揚を図り、
地域文化の発展と福祉の向上に資す
る。

コミュニティ活動推進事業

4,851万円 市民活動支援課

各地区の創意工夫による特色ある
まちづくりを推進し、心ふれあう豊
かな地域社会の形成を図る。

広報紙発行事業

3,139万円 広報広聴課

広報紙の充実を図り、市政や市民
生活に関する情報を市民に分かりや
すく提供する。

ホームページ・テレビ広報事業

2,020万円 広報広聴課

市の施策や最新情報をホームペー
ジやテレビ埼玉市町村データ放送等
でリアルタイムにお知らせするほか、
テレビ広報番組およびラジオ広報番
組を制作し、放送する。

男女共同参画支援センター
管理運営事業

3,496万円
人権・男女共同
参画推進課

専門性の高い知識やノウハウを
持った指定管理者に男女共同参画を
推進する事業や施設運営を委託し、
質の高いサービスを提供するととも
に、効率的な運営を図る。

外部監査事業

1,200万円 行政管理課

市の監査機能の強化等を図り、行
政運営の適正確保を推進していくた
め、包括外部監査を実施する。

【平成３０年度大綱別主要施策】
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地域医療推進事業

5,770万円 地域医療課

看護師不足の解消を図るため、看
護師等修学資金の貸与事業を行う。
また、骨髄等の移植及びドナー登録
の推進を図るため、骨髄等を提供し
た者に対し助成金を交付する。

急患診療所診療業務事業

1億2,354万円 地域医療課

市民の初期救急医療を確保するた
め、診療業務を行う。

救急医療対策事業

1,605万円 地域医療課

初期及び第二次救急医療体制を確
保するため、休日当番医制事業、病
院群輪番制事業等を実施する。

母子健康づくり事業

1,298万円 市民健康課

母子の心身の健康づくりを推進す
るため、訪問や育児相談等を実施す
る。また、妊娠、出産、育児の正し
い知識の普及を図るため母親学級・
両親学級を開催する。

乳幼児等健診事業

2億9,294万円 市民健康課

子どもを安心して出産し、育てら
れるよう、妊娠期から子育て期まで
切れ目ない支援を行うため、子育て
世代包括支援センターを設置すると
ともに、妊婦および乳幼児の健康診
査や育児相談を実施し、子育てに対
する支援を図る。

保健センター整備事業

5億4,900万円 地域医療課

市民の健康づくりや保健・医療・
福祉の連携強化など、地域保健のさ
らなる拡充を図るため、新保健セン
ターの整備を進める。

本庁舎建設事業

3億5,000万円 庁舎管理課

市民の安全・安心な暮らしを支え
る親しみのある庁舎の実現に向け、
新庁舎建設に係る実施設計を行うと
ともに、現在の本庁舎南側低層部の
解体工事を行う。
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がん検診等事業

4億3,240万円 市民健康課

がん等の早期発見に努め、治療に
結びつけるとともに、予防に関する
知識の普及を行い、市民の健康保
持・増進を図る。

保健衛生事業

239万円 保健総務課

保健衛生の充実を図り、市民の健
康を守るため、衛生関係免許申請受
付、病院等の許可・立入検査、地域
保健従事者の人材育成、献血者確保
促進、厚生労働統計調査（人口動態
調査、国民生活基礎調査等）等の事
業を実施する。

感染症対策事業

2,458万円 保健総務課

感染症の発生予防及びまん延防止
を図るために、感染症発生時の患者
対応、接触者健診、結核患者に対す
る医療費公費負担、無料匿名のエイ
ズ・性感染症検査、風しん抗体検査、
感染症発生動向調査及び感染症予防
に関する普及啓発等を実施する。

精神保健支援事業

554万円 保健総務課

こころの健康の保持・増進を図るた
めに、精神保健相談、家族教室、ひき
こもり支援事業、精神保健に関する普
及啓発等を実施する。また、こころの
健康に関する図画コンクールやゲート
キーパー研修の実施に加え、自殺対策
推進計画の策定、自殺未遂者支援事業
を実施し自殺対策の推進を図る。

生活衛生事業

629万円 生活衛生課

環境衛生関係施設の許認可、監視
等を通じて、環境衛生水準の維持向
上を図るとともに、衛生害虫の駆除
等を行い、市民の健康の保護と快適
な住環境の保全に努める。

動物管理指導事業

330万円 生活衛生課

動物の愛護と適正な飼養管理の普
及に努め、人と動物の共生するまち
づくりの推進を図る。また、犬の登
録等を推進し、人と動物の共通感染
症である狂犬病の発生を予防する。

食品衛生事業

227万円 生活衛生課

食品の安全性確保のために公衆衛
生の見地から必要な規制その他の措
置を講ずることにより、飲食に起因
する衛生上の危害の発生を防止し、
市民の健康の保護を図る。

動物管理センター施設管理事業

460万円 生活衛生課

収容動物を適正に管理し、公衆衛
生上の危害の発生を防止するととも
に、動物管理センターを利用する市
民等の安全を確保し、適切な施設環
境を維持するため、施設の維持管理
を行う。

食肉検査事業

1,370万円 生活衛生課

と畜場、と畜場に併設する食肉処
理場、及び食鳥処理場における食肉
及び食鳥肉等に由来する公衆衛生上
の危害の発生防止のため、と畜検査、
監視指導、枝肉の細菌検査、並びに
業者を対象とする衛生講習等を行う。

衛生検査事業

4,679万円 衛生検査課

食中毒や感染症患者等の検査、流
通食品中の細菌、添加物や残留農薬
などの規格基準検査を通じて、市民
の健康危機の防止と総合的な保健衛
生の推進を図る。

子育て支援事業

4,190万円 子育て支援課

子育てサロン事業等の充実により、
安心して子育てすることのできる環
境を整備し、子育て中の不安や孤立
感の解消を図る。

プレーパーク運営事業

100万円 青少年課

子どもたちの自主性や創造性など
を育むため、プレーパークを開催し、
子どもたちの健全育成を推進する。
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大相模保育所整備事業

50万円 子ども育成課

経年による老朽化に伴う大相模保
育所の建替えに向け、庁内で基本設
計を進めるとともに、整備予定地の
維持管理を行う。

学童保育室建設事業

5,233万円 青少年課

学童保育施設の確保、並びに待機
児童の解消を図るため、花田学童保
育室の施設整備を行う。

子育て充実事業

8億2,687万円 子ども育成課

公共性の高い保育事業を実施する
民間保育園等に補助金を交付し、子
育ての充実を図る。

子ども・子育て支援給付事業

41億円 子ども育成課

多様化する教育・保育需要に対応
するため、保育所、認定こども園、
地域型保育事業所等に対し、入所児
童に係る給付費等を支給する。

保育ステーション事業

1億2,865万円 子ども育成課

仕事と子育ての両立を支援するた
め、利便性の高い駅前に保育ステー
ションを設置し、送迎保育や一時預
かり、育児相談等を実施する。

児童手当給付費

56億円 子育て支援課

次代を担う子どもの成長及び発達
に資することを目的に、中学校修了
までの子どもを養育している方に手
当を支給する。

こども医療給付費

11億円 子育て支援課

子育て家庭の経済的負担の軽減を
図るため、中学校修了までのこども
の医療費（保険診療分）の一部を支
給する。

障がい者就労支援事業

1,950万円 障害福祉課

障がい者の自立を図るため、就労
相談や職場定着などの就労支援を実
施するとともに、多様な就労形態を
模索するため、地域適応支援事業を
実施する。

成年後見事業

1,600万円 障害福祉課

判断能力の低下した高齢者や障がい
者等の権利と財産を守る成年後見制度
が、身近なものとして活用されるよう、
制度の普及・啓発、利用に関する相談、
手続き支援等や市民後見人の養成、就
任支援及び活動支援を行い、権利の擁
護及び福祉の増進を図る。

生きがい対策推進事業

6,640万円 福祉推進課

文化・地域活動の場を提供し、多
様な社会参加活動を促進するため、
各種生きがい対策を推進する。

老人福祉センター運営事業

3億2,718万円 福祉推進課

高齢者に関する各種の相談に応じ
るとともに、生きがいや健康づくり、
多様な交流機会を総合的に供与し、
高齢者福祉の増進を図る。
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西大袋土地区画整理事業
（繰出金）

7億3,000万円 市街地整備課

土地区画整理事業による計画的な
都市基盤の整備と健全な市街地の形
成を図る。

開発指導業務事業

509万円 開発指導課

地域の特性に応じたまちづくりを
推進するとともに、調和のとれた土
地利用の誘導を図るため、都市計画
法による開発許可制度および「越谷
市まちの整備に関する条例」による
公共施設等の整備に係る協議基準に
基づく許可・整備等を行う。

出羽堀沿道整備事業

1,500万円 道路建設課

埼玉県の「川の国埼玉はつらつプ
ロジェクト」に選定されたことを受
け、県が行う出羽堀改修工事に併せ
て、沿道の道路整備を行い、より魅
力ある水辺空間の創出を図る。

道路舗装事業

3億4,650万円 道路建設課

安全な走行性及び道路環境の向上
を図るため、道路の舗装改良を行う。

橋りょう耐震化整備事業

4億6,000万円 道路建設課

地震による落橋・倒壊等の甚大な
被害の防止と、災害時における迅速
な通行・輸送機能を確保するため橋
りょうの耐震化を進める。

道の駅整備事業

624万円 道路建設課

道路利用者のための休憩機能や、
災害時の避難場所としての防災機能、
本市の持つ魅力や観光情報の発信の
ほか、新たな都市型農業を推進する
機能などを備えた交流拠点施設の整
備に向けた調査を行う。

交通安全施設整備事業

1億6,180万円 道路総務課

歩行者等の安全を確保するとともに、
交通事故を未然に防止するため、暗い
交差点や視認性の悪い道路を中心に照
明灯や反射鏡等を設置し、交通安全の
推進に努める。また、照明灯は環境や
コスト面で優れているＬＥＤ灯の設置
及び更新を推進し、ライフサイクルコ
ストの削減に努める。

公共交通事業

1,684万円 都市計画課

越谷市地域公共交通協議会の運営
を行うとともに、越谷市地域公共交
通網形成計画に基づき、ノンステッ
プバスの導入や鉄道駅におけるバリ
アフリー化を促進するなど、市民・
事業者と連携しながら、市内の公共
交通網の充実を図る。

平方公園整備事業

2億3,500万円 公園緑地課

市の北部地域の総合公園として事
業の進捗を図る。
※用地取得などに係る経費は、公共
用地先行取得事業費特別会計に計上
（130,460千円）。

住区基幹公園等整備事業

6,890万円 公園緑地課

市民の日常的なレクリエーシェン
やコミュニティの場となる（仮称）
荻島保育所跡地公園、（仮称）記島
河原公園等の整備を行う。

公園施設維持管理費

5億130万円 公園緑地課

公園を安全・快適に利用できるよ
うに公園施設等の管理を行う。また、
「越谷市市民参加による公園等の維
持管理に関する要綱」に基づき、市
民との協働による公園の維持管理を
推進する。

元荒川緑道整備事業

700万円 公園緑地課

埼玉県の「川の国埼玉はつらつプ
ロジェクト」に選定されたことを受
け、市民が散策・健康増進の場、地
域活動や賑わい創出の場として、元
荒川緑道の利活用推進に資する施設
整備を行う。
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新方川緑道整備事業

300万円 公園緑地課

埼玉県の「川の国埼玉はつらつプ
ロジェクト」に選定されたことを受
け、市民が散策・健康増進の場、地
域活動や賑わい創出の場として、新
方川緑道の利活用推進に資する施設
整備を行う。

応急対策事業

2,250万円 治水課

近年のゲリラ豪雨等により浸水被
害の発生した地域の浸水被害の軽減
を図るため、緊急かつ応急的に対応
をとるべき施設の改善やポンプ施設
の増強を行う。

新川都市下水路整備事業

1億3,160万円 治水課

新川流域の浸水被害を軽減させる
ため、新川都市下水路の整備を行う。

排水機場施設維持管理事業

1億5,699万円 治水課

台風等の大雨時において、排水機
場等の水防施設を正常に機能させる
ため、施設の適切な維持管理を行う。

再生可能エネルギー推進事業

1,000万円 環境政策課

公共施設への率先導入や、市民等
への支援などにより、太陽光をはじ
めとした再生可能エネルギーの利用
に努める。

大気・水質対策事業

2,514万円 環境政策課

大気汚染や水質汚濁等の防止を図
り、安全で良好な生活環境を確保す
るため、各種法令に基づき、工場・
事業所等の発生源の監視・指導や、
ＰＭ2.5などの環境モニタリングを
行う。

資源回収奨励補助金交付事業

6,000万円 リサイクルプラザ

地域において自主的な資源回収を
行う団体に対して、補助金を交付す
ることにより、ごみの減量化による
処理経費の節減及び資源の有効利用
に対する市民の意識高揚を図る。

既存建築物改修促進事業

470万円 建築住宅課

災害に強い安全で安心なまちづく
りを具体的に進めるため、民間住宅
に対し耐震診断及び耐震改修費用の
一部を助成し、市内既存建築物の耐
震化を促進する。

緊急輸送道路閉塞建築物
改修促進事業

130万円 建築住宅課

緊急輸送道路沿道の旧耐震基準で
建設された建築物に対し、耐震診断
費用の一部を助成し、地震による建
築物倒壊等の甚大な被害の防止と、
災害時における迅速な通行・輸送機
能を確保するための耐震化を促進す
る。
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資源物分別収集事業

2億4,430万円 リサイクルプラザ

ごみ集積所に出される資源物の定
期的な収集運搬を行い、ごみの減
量・資源化の推進を図る。また、ご
み収集カレンダーの配布並びに廃棄
物減量等推進員の協力により、排出
方法の普及啓発を図る。

産業廃棄物対策事業

951万円 産業廃棄物指導課

産業廃棄物処理業等に係る許可業
務や排出事業者等への指導及び事業
場の立入検査などを行い、産業廃棄
物の適正処理を促進し、生活環境の
保全や公衆衛生の向上を図る。

自主防災組織育成事業

1,200万円 危機管理課

大規模災害発生時の初動期の防災
活動を支援するため、各地域の自主
防災組織に対し、防災備蓄倉庫の設
置等に対する助成を行う。

災害予防対策事業

4,481万円 危機管理課

大規模災害に備え、女性や要配慮
者等にも配慮した備蓄資器材の整備、
防災施設等の維持管理を行う。

防災施設整備事業

2,1０0万円 危機管理課

災害発生時に避難誘導や救援活動
が迅速に行われるよう、避難場所誘
導板や避難場所照明灯の整備を行う。

防犯対策事業

669万円 くらし安心課

安全で安心な地域社会実現のため、
自主防犯活動団体の支援や啓発活動
を推進し、市民の防犯意識向上に努
める。また、駅周辺に防犯カメラを
設置するなど、越谷警察署等と連携
を図りながら犯罪抑止対策を推進す
る。

大相模安全安心ステーション整備事業

1,240万円 くらし安心課

大相模安全安心ステーションを整
備するとともに、青色回転灯を装備
した車両を購入し、防犯パトロール
活動の充実を図る。

消費生活相談事業

704万円 くらし安心課

消費生活における諸問題を解決す
るため、専門的知識を有する相談員
を配置し、市民からの相談に対応す
る。

火災予防事業

845万円 予防課

火災発生の防止や火災被害の軽減を図
るため、住宅用防災機器の設置促進及び適
切な維持管理の啓発に努める。また、予防
査察を継続的に行い、法令違反の是正を促
進し、防火管理体制の確立を図る。さらに、
訓練用煙体験機器などを活用した訓練及び
消防音楽隊の演奏活動を通して、市民の防
火・防災意識の高揚を図る。

常備消防車両等整備事業

1億3,600万円
警防課
救急課

複雑多様化する各種災害に対応す
るため、消防車両等を計画的に更新
する。

非常備消防車両等整備事業

2,000万円 警防課

地域における災害対応力を強化す
るため、消防団の消防ポンプ自動車
を整備する。

消防署所整備事業

3,000万円 消防本部総務課

大規模災害時において、消防の業
務に必要となる燃料を確保するため、
自家用給油取扱所を整備する。
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応急手当普及啓発事業

1,008万円 救急課

救命効果の向上を図るため、応急
手当の普及啓発活動を推進する。ま
た、２４時間使用可能なＡＥＤ及び
貸出し用のＡＥＤを拡充するととも
に、公共施設等に設置したＡＥＤの
維持管理を行う。

中小企業資金融資事業

1億4,739万円 産業支援課

市内中小企業者の経営基盤の安定
や起業家の育成を図るため、事業資
金の融資あっせんを行うとともに、
利子助成限度額の引き上げを継続し
て行い、利用者負担を軽減する。

産業活性化推進事業

1,580万円 産業支援課

市内中小企業者等を対象として、
専門家による相談事業やインキュ
ベーション施設の提供、新たな取り
組みに対する支援を行うとともに、
「こしがや産業フェスタ」を開催し、
市内産業の活性化を図る。

伝統的地場産業育成支援事業

95万円 産業支援課

地場産業の育成、振興を図るため、
伝統的手工芸品の製造事業者等に対
する支援及びＰＲ活動を実施する。

創業者等育成支援事業

680万円 産業支援課

創業支援セミナーの開催や、新た
に事業を営むための初期費用及び貸
室に係る家賃の一部を助成する補助
金等により、本市産業の主要な担い
手となる創業者等の育成を図る。

商店街活性化推進事業

1,280万円 産業支援課

商店会等が実施する販売促進や運
営改善、商店街施設・設備の整備等
の事業に対する支援を行い、市内商
店街の活性化を推進する。

中心市街地活性化推進事業

511万円 産業支援課

中心市街地における都市機能の増
進及び経済活力の向上を一体的に推
進するとともに、蔵の活用等による
にぎわい創出に向けた取組みを支援
をする。

消防団施設整備事業

2,775万円 警防課

地域における災害時の活動拠点施
設である消防団器具置場の建替え及
び解体を行う。
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観光推進事業

8,025万円 観光課

越谷市民まつり、花火大会、田ん
ぼアート事業等の各種イベントや市
内の観光資源及び他産業と連携した
観光事業を支援し、さらなる観光振
興を図る。

魅力発信事業

2,133万円 観光課

食を中心とした新たな魅力を発信
するとともに、地域資源のブラン
ディングなど都市イメージの向上に
資する事業に取り組み、市の知名度
向上や郷土愛の醸成を図る。

流通・工業系土地利用事業

2,300万円 都市計画課

新たな産業用地の創出に向けて、
企業ニーズ等を把握しながら、具体
的な手法や土地利用計画等に関する
検討を行う。

地産地消推進事業

415万円 農業振興課

地場農産物の消費拡大や新たな販
路開拓を図るため、地場農産物に対
する市民の関心を高めるとともに、
学校給食米の生産奨励事業を実施し、
地産地消を推進する。

農業技術研究事業

3,782万円 農業振興課

土壌分析による土づくりへの支援
や試験栽培の情報提供など、農業経
営の向上を支援するとともに、いち
ごに続く新たな特産物の選定に取り
組む。

高収益農業推進事業

123万円 農業振興課

いちご狩り園「越谷いちごタウ
ン」の適正管理や農業と他産業の連
携を図るなど、首都近郊という立地
を活かした高収益が見込める都市農
業の展開を支援する。

農地利用集積事業

2,015万円 農業振興課

優良農地が存在する区域を中心と
した農地の利用集積を推進し、本市
の貴重な財産・資源である農地の保
全・有効活用を図る。

かんがい排水整備事業

7,155万円 農業振興課

農業用水の安定供給及び農地の洪
水等による被害を防止し、生産性の
向上と生産量の安定化のため、かん
がい排水の計画的な整備を行う。

東埼玉資源環境組合
周辺環境整備事業

9,070万円 農業振興課

東埼玉資源環境組合第一工場の基
幹改修工事に併せて、周辺環境の向
上を図るため、農業用道路及びかん
がい排水の整備を行う。

出羽堀はつらつプロジェクト事業

530万円 農業振興課

埼玉県の「川の国埼玉はつらつプ
ロジェクト」に選定されたことを受
け、県が行う出羽堀改修工事に併せ
て、農業用水路等の整備を行い、水
辺を活用した地域活動の活性化を図
る。

農業従事・後継者育成事業

1,683万円 農業振興課

農業関係団体の活動や新規就農者
の育成を支援し、担い手の確保を図
るとともに、経営規模の拡大を目指
す意欲的な農業者に対する支援を行
う。

若年者等就業支援事業

380万円 産業支援課

就職を希望する若年者、女性等を
対象にして専門のキャリアコンサル
タントを配置し、就職に向けたきめ
細かな総合的コンサルティングを実
施する。
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職業能力開発支援事業

190万円 産業支援課

就職を希望する市民を対象に、
キャリア形成につながる各種セミ
ナー等を実施し、就業能力の向上を
図る。

学校図書館運営活性化事業

4,295万円 指導課

授業における図書資料の活用や司
書教諭及び学校図書館運営ボラン
ティアとの連携による学校図書館の
充実、活性化を図り、児童生徒の読
書活動を推進するため、小中学校に
学校司書を配置する。

学校教育推進事業

1,583万円 指導課

いじめ・不登校の未然防止、早期
発見、早期解消のため、越谷市いじ
め防止基本方針を踏まえたいじめの
防止等に係る取組を実施する。（い
じめ問題対策・いじめ防止対策
2,487千円）

市の花：キク

昭和53年11月3日制定。キク科多
年草。
制定理由
1 一般公募の中で、草花としての
イメージが最も高い花である。
2 栽培もたやすく、その美しさと容
姿は古くから日本人に親しまれて
いる。

教育相談事業

6,064万円 教育センター

不登校、いじめ、就学等の諸問題
について専門的な相談活動を行うと
ともに、適応指導教室の運営および
学校・フリースクール等との連携に
より、不登校児童生徒への教育的支
援を行う。

教職員健康管理事業

1,670万円 学務課

教職員の心身の健康を確保してい
くため、在校時間の適正な管理と長
時間在校者への健康指導やストレス
チェックを実施し、メンタルヘルス
対策を推進する。

学校給食栄養管理事業

14億2,472万円 給食課

児童生徒の心身の健全な発達に資
するため、多様な食品を組み合わせ
栄養バランスのとれた完全給食を提
供する。地域の特色を生かした郷土
料理、地場農産物の利用など献立を
工夫し、給食内容の充実を図る。

備品整備事業（給食センター）

8,080万円 給食課

第一学校給食センターの食器洗浄
機及び第三学校給食センターのコン
テナ洗浄機を更新するほか、各学校
給食センターの調理用機器類及び小
中学校の配膳台等を計画的に整備更
新する。
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小学校施設改修費
（トイレ改修工事費）

3,000万円 学校管理課

各家庭では洋式トイレが標準的な
仕様となっているが、学校施設では
和式トイレが大部分を占めているこ
とから、小学校低学年用より順次ト
イレの洋式化を図る。

小中学校空調設備設置事業

1億5,510万円 学校管理課

教育環境の改善を図るため、ＰＦ
Ｉ事業により小中学校の普通教室等
へエアコンを整備し、維持管理を行
う。

川柳小学校校舎増築事業

2,971万円 学校管理課

児童数増加等による教室不足に対
応するため、校舎の増築を行い、必
要な学習環境を確保する。
なお、平成３０年度は、基本設計

及び実施設計並びに地質調査を行う。

教職員資質向上事業

1,892万円 教育センター

教職員の資質向上を図り、中核と
なる教職員を育成するため、越谷市
の子どもと地域の実態を踏まえた教
職員研修及び教育研究を実施する。

科学技術体験センター管理運営費

8,293万円 生涯学習課

市民の科学への興味・関心を高め
るため、工夫を凝らした教室等を開
催する。また、安心・安全で快適に
利用いただけるよう施設の適正な管
理運営を行う。

蔵書等整備事業

6,230万円 図書館

資料の製本、図書・雑誌情報の作
成、図書館システムの活用等を行い、
蔵書の整備を図るとともに、情報発
信と資料管理の充実や、利用者の利
便性の向上等に努める。

就学援助事業

4億200万円 学務課

経済的理由により就学困難と認め
られる児童生徒の保護者に対する就
学援助制度を拡充し、新入学生徒に
対する学用品費の入学前支給を実施
する。

特別支援教育支援員等配置事業

6,234万円 学務課

特別支援教育支援員、病休代替職
員、欠員補充職員、日本語指導員等
を配置・派遣し、よりきめ細かな指
導に努め、児童生徒の学校生活の充
実を推進する。

特別支援教育推進事業

320万円 教育センター

個別的な教育ニーズのある児童生
徒に対し適切な教育的支援を行うた
め、専門家による発達支援訪問指導
や特別支援教育に関する専門性の向
上を目的とした研修を実施する。

図書購入事業

4,950万円 図書館

本館・移動図書館・北部図書室・
南部図書室・中央図書室用のほか、
地区センター・公民館や学童保育室、
地域家庭文庫等へ配本するため、図
書の購入を行い、図書館サービスの
中心である資料貸出の充実を図る。



市の鳥：シラコバト

昭和63年11月3日制定。ハト目ハト
科。全長３０センチ前後の乳白色の
ハトで首には黒い線が入っています。
戦後、数が激減し、今では越谷市を
中心とした関東地方の一部にのみ生息する貴重な鳥です。
昭和３１年に国の天然記念物に、４０年には県民の鳥に定められる
など、まさに越谷市の鳥にふさわしいものです。

雑誌等購入事業

580万円 図書館

図書館資料としての雑誌や視聴覚
資料等の充実を図り、サービスの向
上に努める。

スポーツ教室等開催事業

173万円 スポーツ振興課

子ども連れでも安心してスポーツ・
レクリエーション活動ができるよう、
スポーツ教室等に臨時保育室を設置す
る。また、高齢者や障がい者が、無理
なく活動に参加し運動習慣を身に付け
ることができるよう、福祉施設等への
出前講座やスポーツ教室を実施する。

総合体育館施設改修事業

1,330万円 スポーツ振興課

総合体育館の施設利用者及び入場
者の利便性や安全管理を図るため、
トイレの洋式化等の改修・修繕を行
う。
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（単位：千円、％）

91,500,000 90,400,000 1,100,000 1.2 

65,232,000 72,031,000 ▲ 6,799,000 ▲ 9.4 

33,190,000 39,970,000 ▲ 6,780,000 ▲ 17.0 

3,730,000 3,410,000 320,000 9.4 

17,620,000 16,740,000 880,000 5.3 

42,000 42,000 0 0.0 

280,000 290,000 ▲ 10,000 ▲ 3.4 

130,000 150,000 ▲ 20,000 ▲ 13.3 

2,060,000 3,200,000 ▲ 1,140,000 ▲ 35.6 

7,820,000 7,839,000 ▲ 19,000 ▲ 0.2 

360,000 390,000 ▲ 30,000 ▲ 7.7 

11,750,000 11,788,000 ▲ 38,000 ▲ 0.3 

168,482,000 174,219,000 ▲ 5,737,000 ▲ 3.3 

会  計  別  一  覧  表

比較増減額 増減率本年度予算額

特 別 会 計

会　　　計　　　名 前年度予算額

一 般 会 計

合　　　　　計

公 共 下 水 道

公 共 用 地 先 行 取 得

病 院 事 業 会 計

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

西 大 袋 土 地 区 画 整 理

介 護 保 険

七 左 第 一 土 地 区 画 整 理

東 越 谷 土 地 区 画 整 理

母子父子寡婦福祉資金貸付金

１　歳　入 （単位：千円、％）

本年度予算額 構成比 前年度予算額 構成比 比較増減額 増減率

1 市 税 46,086,000 50.4 45,965,000 50.8 121,000 0.3

2 地 方 譲 与 税 690,000 0.7 660,000 0.7 30,000 4.5

3 利 子 割 交 付 金 60,000 0.1 60,000 0.1 0 0.0

4 配 当 割 交 付 金 200,000 0.2 200,000 0.2 0 0.0

5 株式等譲渡所得割交付金 150,000 0.2 150,000 0.2 0 0.0

6 地 方 消 費 税 交 付 金 5,200,000 5.7 4,600,000 5.1 600,000 13.0

7 自動車取得税交付金 220,000 0.2 180,010 0.2 39,990 22.2

8 地 方 特 例 交 付 金 270,000 0.3 270,000 0.3 0 0.0

9 地 方 交 付 税 2,870,000 3.1 3,000,000 3.3 ▲ 130,000 ▲ 4.3

10 交通安全対策特別交付金 48,000 0.0 50,000 0.1 ▲ 2,000 ▲ 4.0

11 分 担 金 及 び 負 担 金 1,005,010 1.1 910,460 1.0 94,550 10.4

12 使 用 料 及 び 手 数 料 1,732,072 1.9 1,712,471 1.9 19,601 1.1

13 国 庫 支 出 金 15,468,615 16.9 14,925,960 16.5 542,655 3.6

14 県 支 出 金 5,444,060 5.9 5,098,525 5.6 345,535 6.8

15 財 産 収 入 67,620 0.1 75,570 0.1 ▲ 7,950 ▲ 10.5

16 寄 附 金 1,010 0.0 1,010 0.0 0 0.0

17 繰 入 金 2,717,320 3.0 2,310,484 2.6 406,836 17.6

18 繰 越 金 1,000,000 1.1 1,000,000 1.1 0 0.0

19 諸 収 入 2,612,893 2.9 2,595,610 2.9 17,283 0.7

20 市 債 5,657,400 6.2 6,634,900 7.3 ▲ 977,500 ▲ 14.7

91,500,000 100.0 90,400,000 100.0 1,100,000 1.2

一 般 会 計 当 初 予 算

款

歳　入　合　計
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２　歳　出［目的別］ （単位：千円、％）

本年度予算額 構成比 前年度予算額 構成比 比較増減額 増減率

1 議 会 費 595,520 0.7 593,424 0.6 2,096 0.4

2 総 務 費 8,701,240 9.5 8,339,783 9.2 361,457 4.3

3 民 生 費 43,023,019 47.0 42,203,565 46.7 819,454 1.9

4 衛 生 費 8,453,390 9.2 8,140,085 9.0 313,305 3.8

5 労 働 費 70,235 0.1 64,515 0.1 5,720 8.9

6 農 林 水 産 業 費 563,587 0.6 610,436 0.7 ▲ 46,849 ▲ 7.7

7 商 工 費 518,190 0.6 563,165 0.6 ▲ 44,975 ▲ 8.0

8 土 木 費 9,394,256 10.3 9,184,225 10.2 210,031 2.3

9 消 防 費 3,384,244 3.7 4,080,866 4.5 ▲ 696,622 ▲ 17.1

10 教 育 費 9,458,098 10.3 9,292,143 10.3 165,955 1.8

11 災 害 復 旧 費 20 0.0 20 0.0 0 0.0

12 公 債 費 7,152,391 7.8 7,131,963 7.9 20,428 0.3

13 諸 支 出 金 65,810 0.1 75,810 0.1 ▲ 10,000 ▲ 13.2

14 予 備 費 120,000 0.1 120,000 0.1 0 0.0

91,500,000 100.0 90,400,000 100.0 1,100,000 1.2

款

歳　出　合　計

２　歳　出［性質別］ （単位：千円、％）

本年度予算額 構成比 前年度予算額 構成比 比較増減額 増減率

18,644,000 20.4 18,578,320 20.6 65,680 0.4

25,294,150 27.6 23,901,450 26.4 1,392,700 5.8

7,152,391 7.8 7,131,963 7.9 20,428 0.3

51,090,541 55.8 49,611,733 54.9 1,478,808 3.0

16,317,772 17.8 15,958,068 17.6 359,704 2.3

410,840 0.5 415,830 0.5 ▲ 4,990 ▲ 1.2

7,440,897 8.1 7,255,749 8.0 185,148 2.6

4,010 0.0 4,110 0.0 ▲ 100 ▲ 2.4

0

177,010 0.2 229,010 0.3 ▲ 52,000 ▲ 22.7

10,023,400 11.0 10,130,930 11.2 ▲ 107,530 ▲ 1.1

5,915,510 6.5 6,674,550 7.4 ▲ 759,040 ▲ 11.4

補 助 事 業 費 2,383,960 2.6 2,542,940 2.8 ▲ 158,980 ▲ 6.3

単 独 事 業 費 3,433,150 3.8 4,067,210 4.5 ▲ 634,060 ▲ 15.6

そ の 他 98,400 0.1 64,400 0.1 34,000 52.8

20 0.0 20 0.0 0 0.0

120,000 0.1 120,000 0.1 0 0.0

91,500,000 100.0 90,400,000 100.0 1,100,000 1.2

貸 付 金

区　　  分

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

小　　　計

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

歳　出　合　計

繰 出 金

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

予 備 費
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（単位：千円、％）

区分 款 本年度予算額 構成比 前年度予算額 構成比 比較増減額 増減率

市 税 46,086,000 50.4 45,965,000 50.8 121,000 0.3

分担 金及 び負 担金 1,005,010 1.1 910,460 1.0 94,550 10.4

使用 料及 び手 数料 1,732,072 1.9 1,712,471 1.9 19,601 1.1

財 産 収 入 67,620 0.1 75,570 0.1 ▲ 7,950 ▲ 10.5

寄 附 金 1,010 0.0 1,010 0.0 0 0.0

繰 入 金 2,717,320 3.0 2,310,484 2.6 406,836 17.6

繰 越 金 1,000,000 1.1 1,000,000 1.1 0 0.0

諸 収 入 2,612,893 2.9 2,595,610 2.9 17,283 0.7

小    計 55,221,925 60.5 54,570,605 60.4 651,320 1.2

地 方 譲 与 税 690,000 0.7 660,000 0.7 30,000 4.5

利 子 割 交 付 金 60,000 0.1 60,000 0.1 0 0.0

配 当 割 交 付 金 200,000 0.2 200,000 0.2 0 0.0

株式等譲渡所得割交付金 150,000 0.2 150,000 0.2 0 0.0

地方 消費 税交 付金 5,200,000 5.7 4,600,000 5.1 600,000 13.0

自動車取得税交付金 220,000 0.2 180,010 0.2 39,990 22.2

地 方 特 例 交 付 金 270,000 0.3 270,000 0.3 0 0.0

地 方 交 付 税 2,870,000 3.1 3,000,000 3.3 ▲ 130,000 ▲ 4.3

交通安全対策特別交付金 48,000 0.0 50,000 0.1 ▲ 2,000 ▲ 4.0

国 庫 支 出 金 15,468,615 16.9 14,925,960 16.5 542,655 3.6

県 支 出 金 5,444,060 5.9 5,098,525 5.6 345,535 6.8

市 債 5,657,400 6.2 6,634,900 7.3 ▲ 977,500 ▲ 14.7

小    計 36,278,075 39.5 35,829,395 39.6 448,680 1.3

91,500,000 100.0 90,400,000 100.0 1,100,000 1.2

自 主 財 源 と 依 存 財 源

自

主

財

源

依

存

財

源

歳　入　合　計
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千円

期日前投票所等賃借費 平成３０年度 ～ 平成３１年度 1,400

子ども・子育て支援事業計画策定委託料 平成３０年度 ～ 平成３１年度 7,000

保健センター整備事業 平成３０年度 ～ 平成３１年度 1,620,000

トレーニング機器賃借費 平成３０年度 ～ 平成３５年度 21,000

債　務　負　担　行　為

事　　　　　　　　項 期　　　　　　　間 限　 度　 額

起  債  の  目  的 限  度  額 起債の方法   利     率  償  還  の  方  法

千円

本庁舎整備事業 297,900

災害予防対策事業 2,200

防災施設整備事業 14,000

保育所整備事業 20,700

学童保育室整備事業 23,000

保健センター整備事業 289,400

かんがい排水整備事業 20,100

東埼玉資源環境組合周辺環境整備事
業

22,500

出羽堀はつらつプロジェクト事業 3,100

道路整備事業 448,300

河川整備事業 39,700

街路整備事業 288,100

新川都市下水路整備事業 59,400

公園整備事業 140,800

緑道整備事業 6,700

排水路整備事業 24,000

消防施設整備事業 254,000

川柳小学校校舎増築事業 15,000

給食センター整備事業 88,500

平成３０年度臨時財政対策 3,600,000

 普通貸借又は
 証券発行

4.0％以内
（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる資金に
ついて利率の見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の利
率）

政府資金についてはその
融資条件により、銀行そ
の他の場合にはその債権
者と協定する事項によ
る。ただし、市財政その
他の都合により据置期間
及び償還期限を短縮し、
もしくは繰上償還又は低
利に借換えることができ
る。

地　方　債
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- 20,000 20,000 272,889 272,889

３０年度
（見込み）

6,355,385

1,926,700

32,089,99341,145,280

655,500 1,324,800

40,644,967

地方債現在高の推移

39,053,568 36,657,778公 共 下 水 52,270,707 50,479,639

公 共 用 地 611,160 410,880

794,545 702,294臨時税収補てん債

区 画 整 理 4,982,122 5,278,112

31,417,137

一般会計の地方債現在高のうち、教育施設や道路などの整備事業に充てる通常債は減少傾向にありますが、国の財源不足等
により発行する特例債（臨時財政対策債、臨時税収補てん債、減税補てん債の合計）は増加しています。

5,817,607

29,704,350 28,132,245

2,099,300

43,795,296

単位：千円

単位：千円

（見込み）

106,685

1,900,701

41,605,710

26,554,209

0

40,127,583

２８年度 ２９年度

1,488,237

28,143,887

３０年度
（見込み）

42,487,957

0

1,128,718

26,617,871

70,234,546

２１年度 ２２年度

減 税 補 て ん 債

通 常 債

臨時財 政対 策債

２６年度 ２７年度

33,907,375 36,315,94122,373,106 25,899,366 28,697,895 38,499,881

5,922,893

413,763 313,522 211,177

3,675,686 2,709,149 2,308,158

608,107 511,944

4,806,0028,117,412 7,026,575

２３年度 ２４年度 ２５年度

49,580,608

67,655,228 68,175,121 68,741,159 69,042,962

47,618,387 46,281,087

5,451,862 5,568,730 5,579,312

578,600 378,180

30,744,33537,272,973 33,534,172 32,426,333 31,440,038

２６年度

合 計 68,558,036 67,162,407

206,000

合 計 57,863,989 56,168,631 54,367,688 52,111,217

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

48,337,226 46,164,307

福 祉 資 金 - - - - -

44,664,658 42,995,027

69,151,461 68,689,178 71,237,834

2,022,460

5,882,719 5,887,580

34,351,593

（見込み）

２８年度 ２９年度

6,348,085

２７年度
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特別会計現在高（区画整理・公共用地・公共下水・福祉資金） 区画整理

公共用地

公共下水

福祉資金
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一般会計現在高推移
臨時財政対策債

臨時税収補てん債

減税補てん債

通常債



■「広報こしがやお知らせ版」４月号
毎年の当初予算について、掲載しています。

予算についてもっと知りたい方は・・・

- 44 -

■毎年の予算がご覧いただけます
ホーム＞市政・市民参加＞予算・決算

■他にも・・・
「財政用語集」 「予算書」
「財政状況の公表（年２回）」など
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